
入札参加資格審査申請書

（　工　事　請　負　）

令和　　年　　月　　日

大阪湾広域臨海環境整備センター　理事長　様

様式第１号（Ａ）

記

０１　土木工事

０７　しゅんせつ工事 ０８　塗装工事 ０９　機械器具設置工事

種　　　　　　目

　大阪湾広域臨海環境整備センターから発注の下記の工事請負に係る一般競争入札及び指名競争入札に参
加する資格の審査を申請します。
　なお、この申請書及び添付書類の記載事項については、事実と相違ないこと及び変更したときは直ちに
その旨を届出ることを誓約します。

１２　その他専門工事（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１０　電気通信工事 １１　造園工事

電 話 番 号

（注）１　申請する種目の番号を、○で囲む。但し、種目数は、５種目以内とする。

０２　建築工事

０３　電気工事

　　　２　項目のある種目（土木工事）には、項目の番号（　）も必ず○で囲む。
　　　３　「１２　その他専門工事」については、（　）内に工事名を記入する。

受付番号

〔項目〕　（１）一般土木工事
　　　　　（２）港湾土木工事

０４　管工事 ０５　鋼構造物工事 ０６　ほ装工事

実印代表者職・氏名

本 店 所 在 地

（ふりがな）
商号又は名称



様式第２号

誓　　　約　　　書

令和　　年　　月　　日

商号又は名称

大阪湾広域臨海環境整備センター　理事長　様

本 店 所 在 地

受任者職・氏名
受任
者印

代表者職・氏名 実印

支店等所在地

　貴センターにおける入札参加資格審査申請にあたり、次に掲げる事項に相違ないことを誓約します。

（注）受任者を設けた場合には、代表者と受任者が連名で押印すること。

記

１　地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないこと。

支 店 等 名 称



１　受　任　者

２　委任事項　　　１　入札及び見積りについて

様式第３号

委　　　任　　　状

令和　　年　　月　　日

商号又は名称

大阪湾広域臨海環境整備センター　理事長　様

　私は、下記の者を代理人と定め、次のとおり権限を委任します。
　なお、受任者の変更等があれば、直ちにお届けします。

代表者職・氏名 実印

支店等所在地

名 称

記

　　　　　　　　　５　契約の履行に関する保証契約の締結について

　　　　　　　　　２　契約の締結、変更及び解除について
　　　　　　　　　３　代金及び保証金の請求並びに受領について
　　　　　　　　　４　復代理人の選任及び解任について

本 店 所 在 地

　　　　　　　　　６　共同企業体の結成及び結成した場合における上記１～５の事項について
　　　　　　　　　７　その他契約に伴う一切の権限について

以上

受任者職・氏名
受任
者印

電 話 番 号



様式第４号

使　　用　　印　　鑑　　届

令和　　年　　月　　日

大阪湾広域臨海環境整備センター　理事長　様

本 店 所 在 地

商号又は名称

代表者職・氏名 実印

　下記の印鑑は、入札及び見積りに参加し、契約の締結及び代金の請求・受領その他一切の商取
引に使用したいので、お届けします。

記

使　　用　　印

（注）社印（いわゆる角印）は不可



様式第５号

許　可　営　業　所　一　覧　表

　　　記載要領
　　　　　１　「名称」の欄には、本店及び支店並びに常時契約を締結する事務所を記載すること。
　　　　　２　「許可を受けた建設業」の欄には、当該営業所において営業（契約）する建設業を、建設業法施行規則第２条に定める別記様式
　　　　　　第１号の別表中（　）内で示された建設業の略号で記載すること。
　　　　　３　必要事項が記載されてあれば、会社が独自に作成した様式でも可。

名　　　　　　　　　　称 許 可 を 受 け た 建 設 業 所在地 電話番号

計　　　　 　　　　　箇所



様式第８号（Ａ-1）

　※太線の枠内を記載する。

　↓※　支店等がセンターと契約する場合に記入（本店がセンターと契約する場合は空白）

申請種目

　↓※　申請書の「記」の内容を転記する。

）

↓※　許可業種に○印をする ↓※　許可業種に○印をする

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ

鋼 筋 ほ しゅ 板 ガ 塗 防 内 鋼 筋 ほ しゅ 板 ガ 塗 防 内

機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ

鋼 筋 ほしゅ板 ガ 塗 防 内 鋼 筋 ほ しゅ板 ガ 塗 防 内

機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

※↑土木工事については、(1)(2)該当項目にも○をすること。

業者カード作成者（担当者）

↑人数は全社内の人数を記載

業　者　カ　ー　ド　（　工事請負　）
商号又は名称
の頭５文字

（ひらがな）

Ｆ Ａ Ｘ

許　可

番　号

Ｆ Ａ Ｘ

（ふりがな）

 　　支　店　の　商　号　又　は　名　称 代　　理　　人　　名 郵便番号

　　本　店　の　商　号　又　は　名　称

受付
番号

（ふりがな）

本　店　の　所　在　地

(Emailの
フリガナ)

　　０４　管工事 　　０５ 　鋼構造物工事
特
　
定

許可年月日

　　０６　ほ装工事 　　０７　　しゅんせつ工事
・　　・

　　０８　塗装工事 　　０９　　機械器具設置工事

　　０１　土木工事　　 　（１）一般土木工事 　　（２）港湾土木工事(1)一般土木工事 (2)港湾土木工事

１　大　臣　許　可

(府県

建　設　業

許　　　可

　　１０　電気通信工事 　　１１　　造園工事

 　　　　電 話 番 号 （ Ｆ Ａ Ｘ 番 号）Ｅmail

電　　話

Ｅmail

 　　　　電 話 番 号 （ Ｆ Ａ Ｘ 番 号）Ｅmail

一
　
般

許可年月日

　　０３　　電気工事

電　話

電話番号（ＦＡＸ番号）

一
　
般

２　知  事  許  可

Ｅmail

Ｆ Ａ Ｘ

事務
職員

許　可

年　度

(Emailの
フリガナ)

所　　　　　属

センター

と契約す

る支店等

が受けて

いる許可

業種

本店の受

けている

許可業種

電　　話

特
　
定

代　　表　　者　　名 郵便番号

　　１２　その他工事（　　　　　　　　　　　　　　　　）

　営業年数 資本金又は出資金
技術
職員

・　　・

　　０２　建築工事

支　店　の　所　在　地

氏　　　　　名

人 人年 月 万円



年 年 月

年 年 月

年 年 月

年 年 月

年 年 月

年 年 月

年 年 月

年 年 月

年 年 月

年 年 月

年 年 月

年 年 月

年 年 月

年 年 月

年 年 月

年 年 月

年 年 月

年 年 月

年 年 月月～

月～

月～

月～

月～

月～

月～

月～

月～

月～

月～

月～

月～

月～

月～

千円

月～

月～

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

月～

千円

千円

元・下

元・下

元・下

元・下

元・下

元・下

元・下

元・下

元・下

※　主として申請種目に関する工事について記載すること。
　この表は、最近５カ年以内の主な完成工事（完成予定分を含む。）の実績を記入すること。

月～千円

元・下

元・下

元・下

元・下

元・下

元・下

元・下

元・下

元・下

工　事　概　要

元・下

工　事　名

工事経歴書（民間契約分）
　様式第８号（Ａ－２）
①　最近５カ年以内に民間と契約した主要な工事について記載する。

発　注　者 請負代金の額 工　　　　　期
工事場所
のある

都道府県

工事
種類

元請又は
下請の別



⑧ 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、

奈良県、和歌山県、大津市、京都市、

大阪市、神戸市、奈良市、和歌山市

⑨

⑩ 経営事項審査結果通知書写

⑥

許可営業所一覧表

法人登記簿謄本[履歴事項全部証明書]（個人は住民票又は住民票記載事
項証明書）又はその写（発行後３ヵ月以内のもの）

③

関係団体の入札参加資格を有することを証する書面
（令和6･7･8年度の受付票、受領書、審査結果通知書等の写）　　↓

⑤

⑦

委　任　状

使用印鑑届

建設業許可証明書又はその写

⑬

印鑑証明書又はその写（発行後３ヵ月以内のもの）

8

④

照合

①

測量等業務（測量・建設コンサルタント・地質調査・建築事務所・計量証明・そ
の他調査等）に係る入札参加資格審査申請との重複は不可。

注1：

受　付
番　号

受
　
理
　
印

年　　度 6 7

⑭

　様式第９号（Ａ）

受　　付　　票　　（工事請負）

１　太線の枠内のみ記載のこと。
２　①～⑨の順に重ねたものと、⑩～⑭の順に重ねたものとに分けて提出すること。
　　※注意　ファイル綴じによる提出は必要ありません。

照合

②

申　請　書（５種目以内）

審　査　事　項 審　査　事　項

誓　約　書

注2：⑭の封筒は、全申請者提出が必要です。

業者カード（A－1～A－2）
⑫

入札参加資格審査申請書
受領書

⑪

格付等級通知及び申請書受
領書送付用封筒

（244円分の切手を貼付し、返信
先を明記した長形３号封筒）

申
　
請
　
者

商号又
は名称

受　付　票

所在地



4 　申請の際に、次の団体における入札参加資格の有効期限が令和８年度に満たない方は、
有効期間を更新した年度に、次の団体のいずれかの入札参加資格を有することを証明する
書類（令和８年度までが有効期間に含まれる受付票、受領書、審査結果通知等の写）を各
年度の４月30日までに提出してください。
　提出されない場合は、申請時の各団体における有効期間経過後の年度について、この資
格は、失効します。

1 　この受領書を受けられた方は、大阪湾広域臨海環境整備センターが実施する一般競争入
札及び指名競争入札参加資格業者（工事請負）の証明になります。
　資格審査の結果は、通知をしませんので、有効期間中は、本書を大切に保管してくださ
い。

2 　業者カード（様式第８号Ａ－１）に記入した電子メールアドレスは、競争入札に係る通
知等の利用以外にも、当センターとの契約事務全般に使用しますのでご了承願います。

3 　申請書及び添付書類の記載事項の変更については、指定の変更届を提出して下さい。

注意事項

　大阪湾広域臨海環境整備センター入札参加資格審査申請書
を受領しました。

有効

期間

令和 　年　月　日から
令和９年５月31日まで

所在地

受
　
理
　
印

様式第１０号（Ａ）

令和６・７・８年度入札参加資格審査
申請書受領書（工事請負）

商号又

は名称

受付

番号

（団体） 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

大津市、京都市、大阪市、神戸市、奈良市、和歌山市


